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令和３年度事業報告書 

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで） 

公益目的事業 

【事業の趣旨】 

共用品・共用サービス（高齢者・障害のある人々等日常生活に不便さのある者に対しても利用し

やすいよう配慮された製品及びサービスをいう。以下同じ。）の調査研究を行うとともに、共用品・

共用サービスの標準化の推進及び、共用品・共用サービスの普及啓発を図ることにより、製品及び

サービスの利便性を向上させ、高齢者・障害のある人々を含めた全ての人たちが暮らしやすい社会

基盤づくりの支援を行うことを目的とする。 

 

【事業の内容】 

１．共用品・共用サービスに関する調査研究 

より多くの人々が、暮らしやすい社会となるために必要な事項を、ニーズ把握、製品・サービ

ス・システムに関する配慮・考慮点の基準及び普及に関しての調査・研究プロジェクトを設置し

て行った。 

（１） 障害児・者／高齢者等のニーズ把握システムの構築・検証 

令和３年度は、製品・サービス・システムに対して、障害児・者、高齢者のニーズを把握、

確認するためのアンケート調査、ヒヤリング、モニタリング調査を実施し、製品・サービス・

システム供給者と需要者が連携できる仕組みを構築した。 

 

① 障害児・者／高齢者等の日常生活環境における不便さ等の実態把握(調査方法)の検証・実

施 

令和３年度は、「地域における良かったこと調査」を、全国に広げる準備として、平成３０

年度から令和２年度まで行った「地域における良かったこと調査」（杉並区・練馬区・千代田

区・岡山市・沖縄県）を参考に、アジア 15 か国「コロナ禍での新しい生活様式に関する不便

さ・ニーズ等」を実施した。 

 

② 共創システム及びモニタリング調査システムの構築・検証 

令和３年度は、令和２年度までに行ってきた共用品モニタリング調査を基に、障害当事者団 

体・高齢者団体等と連携し、関係業界、関係機関（業界団体、企業、公的機関等）が共用品・

共用サービス・共用システムに関するモニタリング調査を簡易に実施するための支援システム

を実施した。更に、この支援システムを恒常化するために必要な事項の分析を行い、合理的且

つ有効なモニタリングの実施方法を構築した。 

 

③ コロナ禍による新しい生活様式における不便さ、工夫、要望調査 

新型コロナウィルスの感染拡大の状況で、障害のある人たちがどんな不便さを感じ、どん 

な工夫をし、どんな要望があったかを、障害当事者団体と共に調査し、解決のためのガイド 

ラインの素案を作成した。 

    

（２）共用品市場調査の実施 

令和３年度は、令和２年度までに実施してきた共用品市場規模調査及び手法に関しての分 

析を引き続き行い、調査対象の範囲並びに、今後共用品を普及するために必要な事項の課題抽

出を行いながら、令和３年度の共用品市場規模調査を実施した。 

また、共用サービスにおける市場規模の調査の可能性を検討した。 
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   ２．共用品・共用サービスに関する標準化の推進 

アクセシブルデザイン（高齢者・障害者配慮設計指針）の日本工業規格（ＪＩＳ）及び国際規

格（ＩＳ）の作成を行った。また、その作成に資するため、国内外の高齢者・障害者配慮の規格

に繋がるための調査・研究・検証を行った。 

 

（１）規格作成 

①アクセシブルデザイン（高齢者・障害者配慮設計指針）国際規格の作成及び調査・研究 

令和３年度は、令和２年度までに行ってきた国際標準化機構（ＩＳＯ）内のＴＣ１７３（福

祉機器）及びＴＣ１５９（人間工学）に提案し承認された案件を、国際規格制定に向けて作業

グループ（ＷＧ）で審議した。 

ⅰ．ＡＤ使用性評価（ＴＣ１５９ＷＧ２） 

ⅱ．視覚障害者用取扱説明（ＴＣ１７３／ＷＧ１２） 

ⅲ．ユーザーニーズ調査に関するガイドライン（ＴＣ１７３／ＳＣ７／ＷＧ７） 

 

②アクセシブルデザイン（高齢者・障害者配慮設計指針）ＪＩＳ原案作成及び調査・研究 

令和３度は、アクセシブルデザインの共通基盤規格、デザイン要素規格のＪＩＳ原案作成に

おける全体像の検証及び整理を行った。また、日常生活における不便さ・便利さ調査の標準化

に向けた作業を行った。 

 

③共用サービス（アクセシブルサービス）の国内標準化に向けた調査・研究 

令和元年度から、日本工業規格が、日本産業規格に名称が変わり、サービスに関する標準化

が可能となった。そのため、令和３年度は共用サービス（アクセシブルサービス）に関する規

格作成に向けて、職場、店舗、消費者窓口、医療、公共施設、イベント等の共用サービスに関

する既存のガイドライン及び各種ニーズ調査等を整理分析し、開発すべき共用サービスの共通

並びに個別規格の体系図を作成した。また、アクセシブルサービス（共用サービス）規格（Ｊ

ＩＳ）の素案作成を行った。 

 

（２）関連機関実施の高齢者・障害者配慮設計指針規格作成及び調査研究に関する協力 

令和３年度は、アクセシブルデザイン（高齢者・障害者配慮設計指針）に関係する調査・研

究並びに規格作成を行っている機関と連携し、アクセシブルデザイン標準化（住宅設備機器等）

への協力を行った。 

 

３．共用品・共用サービスに関する普及及び啓発 

開発・販売・市場化された共用品・共用サービス・共用システムを広く普及させるため、デー

タベース、展示会、講座、市場規模調査、国際連携等、令和２年度までに実践してきた事項を基

に行った。 

 

（１）共用品普及のための共用品データベースの実施 

令和３年度は、令和２年度までに行ってきた共用品のデータベースの試行を基に、障害のあ

る人を含む多くの消費者が、的確な共用品を選択できる仕組みを構築するため、使いやすさや

検索のしやすさについて検討した。その後、データベースを構築し試行を開始した。 

令和２年度までに高齢者・障害者配慮設計指針の日本工業規格（ＪＩＳ）、ＩＳＯ／ＩＥＣ

ガイド７１、関係業界の高齢者・障害者配慮基準等、関係機関と協議し共用品（＝アクセシブ
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ルデザイン）共通基準（素案）を作成したが、これを基にした共用品の使用性評価制度を参照

し検証した。 

 

（２）共用品・共用サービス展示会の実施 

令和３年度は、平成２２年度に作成した「高齢者・障害者配慮の展示会ガイド」を活用する

展示会主催者に協力し、展示会における高齢者・障害者配慮の実践を継続した。また、共用品

の展示会を実施し、より多くの人たちに共用品及び共用品の考え方を普及した。（国際福祉機

器展等） 

  

（３）共用品・共用サービスに関する講座等の実施・検証 

令和３年度は、令和２年度までに実施してきた共用品・共用サービスに関する講座に関して

①対象（企業、業界団体、アクセシブルデザイン推進協議会＝ＡＤＣ）、一般市民、就学前の

子供～大学院生等ごとに、②伝える事項（コンテンツ）、視覚的ツール（共用品のサンプル、

ＰＰＴ、ビデオ等）、③配布資料等を用意し、対面及びオンライン講座を実施した。更に、よ

り多くの機関で、共用品講座を行えるような仕組みを構築し、継続して検証した。また、平成

２９年１月１日に発足した共用品研究所と、共用品に関する研究の情報提供を行った。 

   

（４）施設における共用サービス・共用品の普及・啓発 

令和３年度は、令和２年度までに実施してきた施設における共用サービスの普及事業を、各

種施設で継続して実施した。 

 

（５）国内外の高齢者・障害者、難病等関連機関との連携 

令和３年度は、国内外の関連機関と連携をし、各種情報を共有し、共用品・共用サービスの

普及を図った。（アクセシブルデザイン推進協議会等） 

  

（６）障害当事者等のニーズの収集    

令和３年度は、令和２年度までに実施してきた障害のある人達を対象としたニーズやアイデ 

ィアを継続的に収集しながら、収集したニーズを基に共用品の重要性を深め、普及を促進する

教材の検討を行った。 

 

（７）共用品・共用サービスに関する情報の収集及び提供 

本財団の活動や収集した関係情報を掲載した機関誌、電子メール、ウェブサイト、各種媒体

などで情報を継続的に提供した。不便さ調査報告書の冊子を希望者に実費配布し、個人・法人

への啓発を行った。 

令和３年度は、令和２年度までに収集した資料、情報を整理してより多くの人達に情報提供

すると共に、新たに入手する情報に関しては、内容、体裁、発行頻度を再検討し、より効果的

な形で配信した。 

配信した情報は、項目ごとに整理し今後の共用品・共用サービスに関するあるべき姿を検討

するために分析を行い、各委員会等の資料として提供し、更にウェブサイトに共用品推進機構

の活動や共用品情報を掲載し広く活動を知らせた。 

 

４．その他 

 

（１）理事会・評議員会 
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理事会は書面審議にて２回、評議員会は書面審議にて１回行った。 

 

（２）賛助会員 

令和２年度の法人賛助会員４０社が、令和３年度は４５社になった。 

令和２年度の個人賛助会員６０名が、令和３年度は６６名になった。 

 

【公表方法】 

 １～４の事業の成果については、印刷物の作成、頒布、電子メールやウェブサイトでの情報公開、

またはセミナの開催等を行い、広く社会一般に公表した。 

 

【財源】 

 いずれも、基本財産運用益、賛助会費、事業収益、補助金を財源とした。 

 


